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防災・減災対策の推進について 
 
 
平成３０年７月豪雨においては、西日本を中心に河川の氾濫や土砂災害が発

生し、２００人を超える多くの尊い人命が失われるとともに、多くの住宅や公
共インフラのほか、農林水産業や商工業等に甚大な被害が生じた。 
被災地においては、現在、復旧・復興に向けて官民が総力を挙げて取り組ん

でいるが、全面的な復旧・復興にはまだまだ時間と費用が必要である。 
また、発生確率が高まっている南海トラフ地震等の大規模災害に備え、実効

性のある防災・減災対策や医療救護体制の強化が急務となっている。 
加えて、豪雪、暴風・波浪等のによる災害も相次いで発生しており、こうし

た事態への対応も必要とされている。 
現在、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」により、国と地方

が一体となってハード・ソフト両面で強靱化対策に全力で取り組んでいるとこ
ろであるが、抜本的な治水・治山対策や災害に強い道路ネットワークの構築な
ど、地域の状況に応じた国土強靱化対策としては、なお十分とは言えない。 
ついては、中国・四国地方が一致団結して防災・減災対策に取り組み、住民

の生命や財産を守るため、以下の事項について強く要請する。 
 
 
 
Ⅰ 強靱な国土づくり 
１ あらゆる災害の未然防止と発災後の迅速な対応のため、河川改修や堆積
土砂の除去といった治水対策、高潮・津波対策、液状化対策、ため池対策、
流木対策や土砂災害対策等に関し、防災・減災、国土強靱化のための３か
年緊急対策事業及び緊急自然災害防止対策事業が創設されたところであ
るが、引き続き、地方が取り組む緊急対策について必要な予算を確保する
こと。 
また、３か年の緊急対策後も防災・減災対策を着実に推進するため、必

要な財源を安定的に確保し、これまで以上に強靱な国土づくりを強力かつ
継続的に進めるとともに、緊急防災・減災事業債の恒久化や対象事業の拡
大、緊急自然災害防止対策事業債の継続など、起債制度の拡充を含めて必
要な財政措置を講じること。 
加えて、既存施設の長寿命化対策も含め、公共事業予算枠の大幅な増額

や補助率のかさ上げを行うなど財政支援をより一層拡充するとともに、地
方が主体的・計画的に事前復興に取り組むことのできる新しい財政支援制
度を創設すること。 

 
２ 大規模災害時の被災者支援や復旧資材の輸送を迅速かつ確実に行うた
めに必要不可欠な道路、港湾、空港等の交通インフラや、住民生活や社会
経済活動に重要なライフラインである上下水道施設について、耐震化や土
砂災害等防止対策、被災後の早期復旧等を推進する地方の取組を支援する
こと。また、上水道施設については、浄水機能を担う機器等を応急的に提
供できる体制整備等の対応策を講じること。 
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加えて、下流に人家や公共施設があり、決壊すると多大な影響を及ぼす
ため池の補強等への支援や、使われていないため池の廃止手続きの簡素化
など、必要な取組を強化すること。 

 
 
 
Ⅱ 平成３０年７月豪雨災害を受けての要望 
１ 本格的な復旧・復興には多くの時間と経費が必要と見込まれることから、
国庫補助の重点配分や補助率のかさ上げ、特別交付税の特例的な増額配分
や起債の特例措置など、国において中長期的な財政支援を行うとともに、
災害復旧事業及び災害関連予算を確保すること。 

 
２ 「平成３０年７月豪雨生活・生業再建支援パッケージ」で措置されたグ
ループ補助金、持続化補助金及び資金繰り支援等について、複数年にわた
り継続的に対応すること。 

   また、中小企業者等の事業再開・復興に向けて、県制度融資における利
子補給や保証料補助等に対する財政措置を講じること。 

   さらに、災害発生後、落ち込んでいる旅行需要を喚起し、観光産業の早
期復興を図るため、切れ目のない更なる支援を行うなど、観光客誘致のた
めの取組を強化すること。 

 
３ 深刻な被害を受けた農林水産業の生産活動の再開に向けて、農林地や農
林道・水路、生産施設・機械、共同利用施設、侵入防止柵等の復旧につい
て必要な支援を行うとともに、特に被害の大きい柑橘樹園地等の復興を図
るために継続的な支援を行うこと。 

 
４ 激甚災害制度による特別の財政支援について、より被災自治体の実情に
即した制度とするため、標準税収入額に対する自治体負担額の下限基準を
緩和し、当該緩和部分についても、被害規模に応じて段階的に補助率をか
さ上げするなど、標準税収入額や被害規模の僅かな差で被災自治体への財
政助成に大きな差が生じないようにすること。 

  また、局地激甚災害制度についても、公共土木施設等における標準税収
入額５０億円を超える自治体の指定基準及び農地等における災害復旧事
業に要する経費の下限基準を見直すこと。 

 
５ 被災した警察施設、交通安全施設の復旧について、積極的な財政支援を
行うこと。 

 
６ 被災者一人ひとりに寄り添った包括的な支援を中長期的に実施するた
めに設置している「地域支え合いセンター」や「こころのケアチーム」の
運営費用に対して財政措置を継続すること。 

 
７ 被災した児童生徒の心身の手厚いケアや環境の改善、また学習支援の充
実等を図るため、スクールカウンセラーや、スクールソーシャルワーカー
の増員、学習サポート等を行う教育活動支援員の配置、心理検査の実施等
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に係る財政支援を拡充すること。 
   また、被災により就学困難となった児童生徒が安心して学校に通えるよ

う、学用品費の支給や奨学金の貸与、通学手段の変更を余儀なくされた生
徒に対する通学費の補助、学校法人による授業料の軽減等の取組に関して、
より一層の財政措置を講ずること。 

 
８ 住民に災害から命を守るための行動を促すためには、「施設では防ぎき
れない大洪水等は必ず発生する」ものへと住民の意識を変換していく必要
がある。 
このため、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の指定後においても、実

際の住民の危険回避行動につながる取組を国として強化すること。 
 
９ 国が定めた「避難勧告等に関するガイドライン」の見直しに基づき、住
民の適切な避難行動を促すための地方自治体の取組に対する新たな支援
制度を創設し、継続的な支援を行うこと。 
特に、市町村防災行政無線の高性能スピーカーへの改修や戸別受信機の

配置など情報伝達手段の整備に対して重点的に支援を行うこと。 
また、「住民が取るべき行動」と「行動を住民に促す情報」を関連付ける

警戒レベルについて、住民が理解できるようわかりやすく伝え、さらには
住民の行動にしっかりとつながるよう、国においてもあらゆる広報手段を
活用して周知するなど取組を徹底すること。 

 
10  災害リスク情報を住宅購入者等に周知するとともに取引時の説明を義
務付けるため、市町村が作成したハザードマップに関する情報を宅地建物
取引業法における重要事項説明の項目として位置付けるよう法令の改正
を行うこと。 

 
11 大雨特別警報等の防災気象情報の精度向上を早期に実現するとともに、
避難情報の発令を迅速に行うため、地方自治体への防災気象情報の提供の
一層の充実・強化を図ること。 
具体的には、局地豪雨や竜巻等による突発的な自然災害を早期に予測し、

情報を提供するシステムを早期に開発するとともに、雨量情報を高精度で
リアルタイムに提供するなど、集中豪雨観測体制の強化を図ること。 
また、夜間・早朝に立退き避難することを避けるため、明るいうちに避

難準備・高齢者等避難開始や避難勧告の発令の判断ができるよう、１２～
２４時間先の降水予測（メッシュ情報）の精度を高めること。 

 
12 「被災市区町村応援職員確保システム」に係る対口支援や災害マネジメ
ント総括支援員等の派遣について、平成３０年７月豪雨災害における運用
の実績を踏まえ、広域応援・受援体制の更なる充実を図ること。 
 なお、応援職員については、災害対策基本法により、その費用は原則被
災団体の負担となっていることから、被災団体への特別交付税措置を行う
など、職員派遣や受入等に要した経費について、応援・受援団体双方に負
担が生じないよう必要な措置を講ずること。 
また、災害復旧事業や福祉・保健分野における被災者へのきめ細かな支
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援を行うためには、土木技師、農林技師、保健師等の専門職員が今後とも
相当数必要と見込まれることから、全国知事会、全国市長会、全国町村会
と連携し、被災県及び被災市町村が必要とする専門職員の中長期的な派遣
を円滑に行うための体制整備に取り組むこと。 

 
 13 平成３０年７月豪雨災害をはじめとする豪雨災害が近年、頻発化・激甚

化し、社会的な損失や復旧費用が増大していることを踏まえ、災害が発生
する前の抜本的な治水対策と土砂災害対策、いわゆる「事前防災」を迅速
かつ強力に推進するとともに、これらに必要な財政措置を講じること。 

 
 
 
Ⅲ 地震をはじめとする大規模災害への対策強化 
１ 地震に係る防災・減災対策を加速するため、活断層（未確認断層を含む。）
の実態など、これまでに十分な知見が得られていない地域の地震等に関す
る調査研究を推進し、調査結果を早期に公表するとともに、内陸直下型地
震の対策強化を図ること。 

 
２ 南海トラフ地震臨時情報を活かし、住民の命を守るために、事前避難に
おける災害救助法の適用対象を半割れケースにおける沿岸部以外にも拡
充するなど、地方の財政負担の一層の軽減を図ること。また、「南海トラフ
地震における具体的な応急対策活動に関する計画」については、後発地震
も想定したものとなるよう、各県の意見も反映させながら早期の見直しを
行うこと。 

 
３ 災害応急対策の拠点となる庁舎や避難所となる学校等の施設、不特定多
数の者が利用する大規模施設、また、住宅や社会福祉施設等における建築
物等の耐震化を加速すること。 
特に、住宅の耐震化は、様々な地震対策の前提条件となるいわば“入口”

に位置付けられる最重要施策であることから、防災・安全交付金の重点配
分対象事業とするなど、確実な財源措置を行うこと。 
また、避難所としての役割を担う施設について、バリアフリー化等の機

能やクーラー設置等の環境を整備するための財政支援をより一層拡充する
こと。 

 
４ 住民の信頼を損なう免震・制振用ダンパー不適合について、不適合製品
の交換が速やかに実施されるよう、国としても責任をもって業者を指導す
ること。 

 
５ 石油精製・元売会社系列以外の中小事業所が設置している油槽所や、ガ
ス事業者が設置している施設の耐災化を推進するため、「石油コンビナー
トの生産性向上及び強靱化推進事業費」や「高圧エネルギーガス設備に対
する耐震補強支援事業費補助金」について、令和元年度までとなっている
事業期間を延長するとともに、対象事業の拡充を図ること。 

   あわせて、地方自治体による防護柵整備等の津波対策を促進するため、
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当該補助事業の対象とすること。 
 
６ 防災組織の実情に応じた防災訓練の実施や、地区防災計画の策定など、
自主防災組織の活動の活性化をはじめ、活動の核となる防災士の育成等に
関する必要な支援を行うこと。 

 
７ 医療機関の耐震化や高台移転、資機材のほか非常用電源設備や給水設備
の整備、救護活動にあたることができる人材の育成・確保、ＢＣＰや避難
確保計画の策定促進など、災害時の医療救護体制を充実させる取組に対す
る財政支援や技術的支援を一層充実、強化すること。 

 
 
８ 防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策事業に位置付けられた
災害拠点病院のライフライン設備（非常用自家発電設備、受水槽、給水設
備、燃料タンク）の整備に対する国庫補助制度について、各病院の設備強
化が円滑かつ早期に進むよう補助率のかさ上げ等も含め必要な措置を講
じること。 

特に、膨大な容量が必要となる受水槽については、新たな土地の取得や

賃貸に係る費用に対して特段の財政措置を講じること。 

 
９ 南海トラフ地震等の甚大な被害想定を踏まえて、全国的に災害派遣医療
チーム（DMAT）、災害派遣精神医療チーム（DPAT）のチーム数を増やし、災
害急性期に大量かつ切れ目なく投入できる体制を構築するとともに、医療
モジュールと運営人材を迅速に配置する体制を早急に整備するなど、被災
地外からの人的・物的支援体制を国を挙げて強化すること。 
また、災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）について、全国的な整備

促進や応援・受援調整の体制を構築するため、公衆衛生人材の育成を継続
するとともに、DHEAT の養成、編成及び運用について、補助対象経費の拡大
等も含め必要な措置を講じること。 

 
10 大規模災害時における被災地の支援について、国・自治体・民間事業者
等の基本的な役割分担に基づき、連携して迅速かつ的確に実施することが
できるよう、国において新たな制度を検討・創設すること。特に、平成２
８年の鳥取県中部地震の際には、被災者一人ひとりの事情に応じた生活復
興プランを策定し、行政機関と地域のＮＰＯ法人や弁護士、建築士、ファ
イナンシャルプランナー等が協力しチームで支援を行う「災害ケースマネ
ジメント」が被災者の生活復興に大きな効果を挙げたことから、この仕組
みについて国が主導して制度化すること。 

 
11 災害対応に習熟している職員は自治体においてごく少数であることか
ら、人員不足等に起因する災害発生時の初動の混乱を最小限にするために
は、総合防災システム、被災者台帳システム、物資調達・輸送調整等支援
システム等の防災関係システムの統一化が非常に有効である。ついては、
国が主導して全国統一のシステムを導入すること。 
また、物資調達・輸送調整等支援システムについては、都道府県と市町



 

 

 

6 
 

村が連携して円滑に運用できるよう改善を図ること。 
 
12 災害警備活動においては、車両、ヘリコプターの燃料や救出救助用資機
材等多額の経費が必要となることから、これらの経費について財政措置を
拡充すること。また、国庫補助の対象となっていない災害警備活動要員や
後方支援要員の超過勤務手当が多額に上ることから、これらについても財
政措置を講ずること。 
加えて、今後発生する災害への対処能力の強化を図るため、警備活動等

に必要な装備資機材の整備に要する経費を国において確実に予算措置する
こと。 

 
13 国の「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準（案）」においては、消
防防災ヘリコプターの運航体制について、安全対策のため原則２人操縦体
制の確保が求められているが、操縦士が不足しており、技量・経験のある
優秀な人材の確保が困難な状況である。 
そのため、国においても、操縦士志願者の増加策、操縦士資格取得に係

る経済的負担の軽減策、操縦士の養成やスキルアップのための育成機関の
充実策など根本的な対策を講じた上で、航空業界に対して積極的に操縦士
の増員を働き掛けるなど、技量・経験のある操縦士を育成、確保するため
の対策を講じるとともに、地方自治体において２人操縦体制を構築するた
めに必要な財政支援を行うこと。 

 
14 死者・行方不明者の氏名の公表基準について、円滑な救助・救急活動の
実施や被災者のプライバシー保護の観点から、法令等によりその根拠を明
確にしたうえで、全国統一的な公表基準を作成すること。 

 
15 検案医の確保が困難な状況であることから、国においても医師会に対し
て積極的に働き掛けるなどの対策を講じるとともに、遺体安置場所の確保
や環境整備等について、計画的に必要な措置を行うこと。 

 
16 被災が想定される地域に対し、過去の復興事例を踏まえた助言を行うア
ドバイザー制度や、高台移転をはじめとする「まちづくり」を総合的に推
進する交付金制度を創設するなど、「事前復興」への支援を充実すること。 

 
17 企業の防災・減災対策に対する優遇税制等の支援措置を充実するととも
に、中小企業に対するＢＣＰ(事業継続計画)の必要性についての意識啓発
を強化し、その策定・見直しへの支援を行うこと。 

 
18 被災者の生活再建や被災住宅の復旧を迅速に進めるため、被災者生活再
建支援制度の支援対象の拡大を図るとともに、災害救助法の基準の見直し
や柔軟な運用を行うこと。 

   このうち、被災者生活再建支援制度について、一部地域が適用対象とな
るような自然災害が発生した場合には、同制度に基づく救済が被災者に平
等に行われるよう、全ての被災区域を支援の対象とすること。加えて、支
援の対象を半壊まで拡大すること。 
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また、近年、工場・店舗等の非住家について、罹災証明書が事業者向け
補助金等の各種支援制度に必要とされている状況を踏まえ、被害認定に係
る指針等を明確化すること。 

 
19 豪雪時における長時間にわたる公共交通機関の運休・欠航は、住民生活
や企業活動に多大な影響をもたらすことから、豪雪時に公共交通車両の円
滑な移動等に対応するための施設・設備の整備や、列車が立ち往生した際
に乗客に配布するための緊急物品の備蓄等について支援すること。 

 
 
令和元年８月３０日 

   中四国サミット（中国・四国９県知事、中国・四国経済連合会会長） 
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高速交通ネットワーク及び地域交通の整備・充実について 
 

 我が国が直面する少子高齢社会を克服し、持続的な発展を遂げるためには、

東京一極集中を是正し、魅力ある地域づくりに取り組んでいかなければならな

い。 

そのためには、高速道路や新幹線など、円滑な物流や交流人口の拡大に資す

る高速交通ネットワークの構築が必要不可欠である。 

また、高速交通ネットワークは、近年各地で頻発する大規模な自然災害発生

時において、救助・復旧活動や支援物資の輸送を円滑に行うための重要な役割

も担っている。 

一方、住民が安心して暮らせる地域づくりのためには、日常生活や経済活動

に欠かすことのできない地方鉄道やバス路線を維持していくことが必要であ

る。 

 ついては、中国・四国地方の更なる連携と多様な地域づくりに資する交通ネ

ットワークの整備・充実のため、以下の事項について強く要請する。 

 

 

Ⅰ 高速道路ネットワークの整備・促進 

１ ミッシングリンクの早期解消 

高速道路は、地方に安定した雇用の場が確保されるよう産業を振興し、

地域経済を活性化するために不可欠である。さらに、大規模災害時の代替

性を確保し、住民の安全・安心を守るための「命の道」とも言うべき重要

な社会基盤でもある。 

このことは、平成３０年７月豪雨において、中国縦貫自動車道及び山陰

自動車道が通行止めとなった山陽自動車道を補完し、広域交通の機能を確

保するなどネットワーク効果を発揮する役割を担ったことからも明らかで

ある。 

その一方、山陰自動車道のミッシングリンク区間では、一般道の大渋滞

が発生するなど交通の混乱が見られたことから、事前に高速道路のミッシ

ングリンクが解消されていれば、より円滑な広域交通の確保が可能であっ

たと考えられる。 

ついては、地域の特色ある発展を支え、災害時における応急対応や支援

物資の輸送等に重要な役割を担う高速道路ネットワークの早期整備を図る

ため、中国・四国地方に依然として多数存在するミッシングリンクの早期

解消を図ること。 

 

２ 暫定２車線区間の早期４車線化等 

   対面通行に起因する重大事故の防止や高速道路本来の定時性、速達性の
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確保による物流機能の強化、さらに、事故発生時や豪雪を含む大規模災害

時における交通機能の確保を図るため、暫定２車線区間の４車線化を早期

に実現する必要がある。このため、４車線化等が実施されることとなった

区間について早期整備を図るとともに、付加車線設置の検証路線として選

定された路線については、速やかに効果検証を行うこと。 

また、４車線化等が行われるまでの当面の対策として、ワイヤロープに

よる上下線の分離など、安全性を確保するための対策を早急に実施するこ

と。 

 

３ 地域高規格道路等の整備促進 

高速道路ネットワークと一体となって地域間の交流促進や連携強化、広

域的な交通拠点である空港・港湾へのアクセス向上等に資するとともに、

大規模災害時には緊急輸送道路や迂回路としての役割も果たす地域高規格

道路や主要な国道・地方道について、その整備をさらに促進すること。 

 

４ 重要物流道路の機能強化及び重点支援 

平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、平成３１年４

月、物流上重要な道路輸送網を担う高規格幹線道路、地域高規格道路、直

轄国道、空港港湾アクセス道等について、供用中の３万５千キロメートル

の区間が「重要物流道路等」として指定された。 

今年度中には事業中及び計画中の路線が指定される予定であるが、指定

にあたっては地域の意見を十分に反映するとともに、指定された路線の早

期整備が図られるよう、補助制度の拡充・予算の重点配分等による支援を

行うこと。 

 

５ 道路関連予算の拡大 

老朽化が進む道路施設の的確な維持管理と更新が可能となるよう、引き

続き、必要な予算を確保すること。あわせて、全国の中でも道路整備が遅

れている中国・四国地方において生産性の高い産業基盤を形成するため、

高速道路をはじめとする交通ネットワークの整備を計画的かつ着実に推進

できるよう、新たな財源を創設し道路関連予算を拡大すること。 
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Ⅱ 高速鉄道ネットワークの整備・促進 

高速交通ネットワークを活用した多様性のある経済圏・大交流圏形成によ

る「多極交流圏の創設」、国土軸のリダンダンシーの確立と防災力強化によ

る「新たな国土構造の構築」の観点から、全国各エリアに新幹線を整備する

ことが求められるが、中国・四国地方の新幹線計画は基本計画にとどまって

いる。 

このため、中国・四国における新幹線について、整備計画への早期格上げ

に向けた調査を実施するための予算措置を行うとともに、在来線の更なる高

速化・快適化を図るために必要な建設事業費や車両更新費への新たな財政支

援制度を創設するなど、高速鉄道ネットワークの整備に向けた具体的な取組

を加速化すること。 

 

 

Ⅲ 地域交通の維持・確保等 

１ 地域公共交通網の維持・確保・充実 

地方の鉄道やバス路線等の地域公共交通網は、地域住民の日常生活や経

済活動に欠かすことのできない生活に密着した大切な移動手段であること

から、採算性のみに捉われず、地域公共交通網を維持・確保及び充実させ

るための施策を講ずること。 

  

２ 中山間地域における交通手段の維持・確保 

近年、人口減による利用者減、ドライバー不足等によりバス事業者等の

撤退、路線の縮小が顕著となってきていることから、住民の移動手段を維

持・確保し、中山間地域においてもいつまでも安心して住み続けられるよ

う、これまでのバスを中心とした支援だけではなく、地域の実情・ニーズ

に応じた多様な生活交通の維持・確保策に対する財政支援を拡充すること。 

 

３ 海上輸送網の機能充実 

海上輸送網については、国際競争力強化に向けた物流の効率化や大規模

災害発生時の海上輸送機能維持のため、整備が不十分な日本海側をはじめ、

瀬戸内海、四国地域における海上輸送拠点港の機能充実・強化を図ること。 

 

 

令和元年８月３０日 

中四国サミット（中国・四国９県知事、中国・四国経済連合会会長） 



 

 

 

11 
 

地域経済の活性化に向けた観光振興について 

 

 

中国・四国地方は、日本海、瀬戸内海及び太平洋と、中国山地及び四国山地

の３海２山を始めとする豊かな自然環境や景観に恵まれており、伝統芸能、食

文化及び日本遺産・世界遺産等も含め、国内外に誇れる多くの地域資源を有し

ている。 

一方、中国・四国地方の訪日外国人旅行者の全国の宿泊者数に占める割合は

３．３パーセント程度にとどまっており、国外における認知度は低い状況にあ

る。 

こうした中、国においては、観光立国を一層強力に推進するために「観光ビ

ジョン実現プログラム２０１９」を決定し、訪日外国人旅行者数２０２０年４

０００万人、２０３０年６０００万人の達成に向けて、取り組んでいるところ

である。 

来年には、いよいよ東京オリンピック・パラリンピックが開催され、その後

も２０２１年のワールドマスターズゲームズ２０２１関西、２０２５年の大

阪・関西万博等の大規模な大会や博覧会が予定されている。中国・四国地方と

しても、それらの成功を願うとともに、この好機を生かし、一体となって国内

外の観光客の誘致に取り組むため、以下の事項について強く要請する。 

 

 

１ 観光立国の推進 

（１）国際観光旅客税の地方への配分 

観光は成長戦略と地方創生の大きな柱であり、訪日外国人旅行者の増加に

伴う新たな行政需要や受入に向けた環境整備等について、地域の実情に応じ

た新しい施策の展開が必要になっている。 

こうした状況を踏まえ、国際観光旅客税については、自由度の高い財源と

して、日本版ＤＭＯや二次交通の確保を含む地方の観光振興施策に充当でき

るよう、その仕組みの検討を早期に進め、税収の一定割合を地方に配分する

こと。 

 

（２）日本版ＤＭＯの安定的かつ継続的な運営のための制度の創設 

国において観光・ブランドづくりの核として推進している日本版ＤＭＯに

ついて、世界水準のＤＭＯ形成と育成を図るよう、海外のＤＭＯ先進地等の

調査・研究をさらに進めるとともに、日本版ＤＭＯが将来にわたり安定的か

つ継続的な運営を行っていくことができるよう、現行制度に加え、地域再生

エリアマネジメント負担金制度等を参考にしながら観光地経営の権限と財

源を確保できる制度を創設すること。 
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（３）受入体制の強化 

観光産業の国際競争力を一層高めるとともに、増加する訪日外国人旅行者

に対応するため、宿泊需要の地方分散、観光人材の育成、キャッシュレス決

済の導入促進等に努めること。 

 

（４）魅力ある観光コンテンツの充実 

歴史・文化的な魅力の高い文化財、ジオパーク、国立・国定公園や農山漁

村等の景観、温泉資源、伝統工芸など、地方が持つ多様な観光資源を生かし

た広域観光周遊ルートの形成を進めるとともに、サイクルツーリズムや農泊

をはじめとした各種ツーリズム等の新たな観光開発の取組を積極的に支援

すること。 

 

 

２ 文化を生かしたまちづくりの推進 

地域の伝統芸能、歴史的・文化的景観や古民家、城跡等の有形無形の文化

財をはじめとする地域資源を活用したコミュニティ再生や観光・産業の振興、

国際的な芸術祭の開催など、官民連携による地方の文化芸術活動の取組に対

する支援と合わせて、文化芸術人材の育成や雇用機会確保のための支援を更

に充実、強化すること。 

また、世界文化遺産や日本遺産、史跡・重要文化財など、地域固有の文化

的資源を適切に保存、継承しながら継続的に活用する地域活性化の取組に対

して、人材・財政の両面から一層の支援を行うこと。 

 

３ 海ごみ対策の推進 

日本海、瀬戸内海及び太平洋は、各地域において固有の文化を育むととも

に、美しい景観を生み出し、特色ある豊かな食材をもたらす重要な観光資源

である。しかしながら、近年は海ごみにより景観や環境が悪化し、観光への

影響が懸念されている。海ごみ対策を積極的に推進し、一層の観光客誘致に

つなげるため、国において漂流ごみと海底ごみの回収・処理のルールを明確

化するとともに、地方自治体に経費負担が生じることがないよう、海ごみ対

策の実施に係る経費を全額負担すること。 

 

 

令和元年８月３０日 

中四国サミット（中国・四国９県知事、中国・四国経済連合会会長） 

 

 

 
 



 

 

 

13 
 

デジタル技術の利活用による地方創生の推進について 
 
 我が国においては、高齢化、少子化に伴う生産年齢人口の減少が加速度的に
進んでおり、労働力の確保や労働生産性の向上等が喫緊の課題となっている。 
 一方、デジタル技術の革新は、社会や経済のあらゆる分野に変革をもたらし
ている。特に、２０２０年春の商用サービス開始が予定されている第５世代移
動通信システム（５Ｇ）は、超高速、超低遅延、多数同時接続という３つの特
性を有し、医療、福祉、教育、地域産業など様々な分野における利活用が見込
まれている。 
中国・四国地方は、人口減少が進む中山間地域や離島等の条件不利地域を多

く有しており、こうした地域においてこそ、５Ｇをはじめとする最先端のデジ
タル技術を利活用し、様々な社会的課題の解決を図るとともに、地域産業の高
度化や新たな産業の創出により、多様かつ魅力的な仕事を創り出し、若者が安
心して暮らし続けられる地方創生を実現していくことが重要である。 
将来にわたって都市と地方がともに発展していくためにも、地域間で偏るこ

となく、デジタル技術の普及を進めていかなくてはならない。 
ついては、５Ｇ等のデジタル技術の利活用による地方創生を推進していくた

め、以下の事項について強く要請する。 
 

１ ５Ｇ環境等の整備促進 
都市と地方の基盤整備に格差が生じないよう、国主導により中山間地域や

離島等の条件不利地域における５Ｇ基地局や光ファイバ網等の整備を優先
的に進めること。 

 
２ ５Ｇ等デジタル技術の多様な利活用促進  
  遠隔医療・教育、スマート農林水産業、テレワーク・サテライトオフィス、
自動運転など、５Ｇ等のデジタル技術を利活用した地域の活性化や課題解決
に意欲的に取り組む地方に対する省庁横断的な総合支援体制を構築すると
ともに、地方が行う具体的な利活用事業の実施に対して積極的に支援するこ
と。あわせて、地方が整備する５Ｇの利活用に関するシステム構築及びその
保守・運用に対する技術的、財政的支援を行うこと。 

 
３ デジタル人材の育成・確保 

都市と地方の人材格差が生じないよう、５Ｇの利活用等に資するデジタル
人材の地方への還流を促す仕組みや大都市のＩＴ企業と地方の企業・大学と
のマッチングの仕組みを構築するとともに、地方が実施するデジタル人材育
成の取組に対する支援を充実すること。 

 
４ サイバーセキュリティの確保 
  ５Ｇサービスの開始により急増することが想定されるＩｏＴ機器を狙った
サイバー攻撃等の脅威に対抗するため、セキュリティ対策の調査・研究を促
進し、万全なサイバーセキュリティの確保に努めること。 

令和元年８月３０日 
中四国サミット（中国・四国９県知事、中国・四国経済連合会会長） 
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参議院議員選挙における合区の解消について 
 

 我が国では、初めての近代的憲法である大日本帝国憲法の制定にあわせて府

県制が整備されて以降、都道府県が住民の意思や意見を集約する民主主義の基

盤としての役割を担ってきた。 

こうした背景のもと、参議院においては、創設時から一貫して都道府県を単

位として代表を選出し、地方の声を国政に届けるという重要な役割を果たして

きたところである。 

 

 しかし、平成２８年７月の参議院選挙において、憲政史上初めて「合区選挙」

が実施され、「投票率の著しい低下」など、様々な弊害が顕在化した。特に、自

県を代表する議員を選出できなかった県民からは、大きな失望の声が上がり、

国民の参政権にも大きく影響を及ぼす事態となった。 

 

全国知事会をはじめとする「地方六団体」は、この事実を重く受け止め、全て

の団体において「合区解消」や「参議院選挙制度改革」に関する決議を行うな

ど、地方の切実な思いを国に訴えてきたところである。 

 

その結果、平成３０年７月１８日に成立した改正公職選挙法により、「各都 

道府県の代表が選出されない事態を回避する」という緊急避難措置が講じられ

たものの、合区の解消には至っていない。 

 

このような中、去る７月２１日に２度目となる合区選挙が実施され、徳島県

は全国最低の投票率３８．５９％を記録するとともに、前回最下位だった高知

県を除き、鳥取県、島根県、徳島県の３県では、過去最低の投票率を更新する

結果を招くなど、合区に起因する弊害はさらに深刻度を増している。 

 

合区制度では、合区した二つの県の間で利害が対立するような問題が生じた

場合、国政に両県民の意思を反映していくことが難しくなる。また、今後、大

都市部と地方部における人口偏在の拡大や一票の較差是正がさらに進めば、合

区対象県は４県にとどまらず、２０２５年には２０県程度にまで、その後もさ

らに拡大していく可能性がある。 

このような我が国の民主主義の根幹を揺るがす合区制度の固定化はもとよ

り、合区対象地域のさらなる拡大を絶対に許してはならない。 

平成２９年９月の最高裁判所判決は、政治的なまとまりである都道府県の意

義、実体等の要素を踏まえた選挙制度を構築することを否定していない。 

各都道府県から少なくとも１人の代表が選出され、地方の多様な意見が国政

にしっかり反映されるよう、十分な国民的議論のもと、憲法改正等の抜本的な

対応により合区を確実に解消することを強く要求する。 

    令和元年８月３０日 

中四国サミット（中国・四国９県知事、中国・四国経済連合会会長） 
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新たな消費者行政・消費者教育推進のための拠点整備について  

 

 

 国を挙げて取組を進めている持続可能な開発目標「ＳＤＧｓ」の達成に向け
ては、行政や消費者、事業者も重要な役割を担っており、「エシカル消費の普
及」、「見守りネットワークの構築」、「消費者志向経営の推進」など様々な展開
がなされている。 

 

 これらの推進にあたり消費者庁等においては、徳島県に設置された「消費者
行政新未来創造オフィス」を核に、中国・四国、関西地域との連携のもと、実
証に基づいた政策の分析・研究、全国展開を見据えたモデルプロジェクトなど、
消費者行政を発展させる先駆的な取組が進められている。 

 

 こうした状況の中、高等学校等における消費者教育教材「社会への扉」を活
用した授業の実施や、昨年度、広島県や徳島県で開催した「エシカル教室」の
他の中国・四国地方での開催など、同オフィスは中国・四国地方における消費
者行政・消費者教育の進展はもとより、全国への発信に大きく貢献している。 

 

 同オフィスについては、去る６月２１日に閣議決定された「まち・ひと・し
ごと創生基本方針２０１９」において、「機能の充実と規模の拡大を見据え、
消費者行政の発展・創造のためにふさわしい機能と規模を備えた新たな恒常的
拠点を発足させる」とされたところである。 

 

 中国・四国地方をはじめ全国の消費者行政・消費者教育の更なる進化に向け、
新たな恒常的拠点には、政策の企画立案機能や調査・研究機能を備えるととも
に、次の機能を実装するよう強く要請する。 

 

 

１ 東京一極集中を是正し、中国・四国地方の地方創生に資する新たな人の流
れの創出に寄与するよう、機能と規模を充実させること。 

 

２ 誰一人取り残さない社会を目指す「ＳＤＧｓ」の達成など、新たな課題に
取り組む消費者政策の拠点とすること。 

 

３ 中国・四国地方をはじめ西日本を中心に、景品表示法や特定商取引法等の
執行機能を有するとともに、関係機関の適正な対応をサポートできるものと
すること。 

 

 

令和元年８月３０日 

   中四国サミット（中国・四国９県知事、中国・四国経済連合会会長） 
 


